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地域がん登録事業の目的

• がんの記述疫学的状況（疾病発生の地理的、時間的
 分布）を明らかにする

– 一定の地域の人口集団に発生した「がんの罹患（発生）情
 報」をすべて把握

– がん対策立案の資料、その効果を評価するための指標

• がん診療の評価
 

－生存率等

– 登録されたがん患者の予後（転帰）を把握

• がん検診の有効性の評価などの公衆衛生活動

• 疫学等学術的資料

– がんの発生要因を明らかにするためのコホート研究のエン
 ドポイント（当該がんの発生）



必要な資料

• 地域がん登録が取得・保持する情報項目
 （第7条1項、第9条）

– 個人識別情報

– がん診断診療情報

– 転帰情報



個人識別情報が付随した（顕名）がん罹患
 情報の必要性

1. 複数の医療機関からの届け出情報を名寄せし
 て、初発、再発、重複発生等の判断を行う

2. 死亡票登録との個人照合

3. 患者の予後を把握－死亡票との個人照合、居
 住市町村への住民台帳照会など

4. がん検診の有効性の評価や疫学研究で、検診
 台帳や研究参加者リストとの個人照合を行う



地域がん登録事業

• 「地域がん登録事業」

– 地域がん登録事業の実施主体を都道府県

– 狭義の科学的概念としての地域がん登録活動（第3 
条2項一号）

• 「地域がん登録機関」（同3項）。

• 狭義のがん登録活動に関して、外部団体への委託可能
 （第4条）。

– 上記の活動を支援する都道府県または国の活動
 （同二、三号）



記述疫学資料としての適切性

• 悉皆性

– 地域がん登録の把握する情報が、当該地域
 内のがん発生をもれなく収集している

• 信頼性

– そのデータががんの診断・診療情報を正確に
 示している



収集方法
• 必要ながん罹患情報＝初回診断治療時の情報

– 初発再発にかかわらず、他院からの転医患者であっても、が
 んを診断したときには常に届け出るように要請

• 医療機関の管理者に届け出義務（第7条1項）

• がん登録機関による出張採録（2、3項）

• 死亡票から診断医療機関へ届け出を求める（補充調
 査）（4項）

• 他の医療機関からの届け出などから、当該医療機関か
 らのがん登録届け出がないと考えられるときに地域が

 ん登録機関から届け出を求めること（5項）
– 届け出がなされない場合には、都道府県知事による要請と命

 令（第8条）

– 従わない場合には罰金（第27条2項）。

• 他地域のがん登録からの移送情報（第10条）



がん登録情報の利用

• 統計・集計情報
– がん罹患率等の統計を算出、分析、公表（第14条1～3項）

– がん対策事業、医療計画等の立案、評価資料（第16条）

• 匿名個別情報
– 国に移送され独自の分析、利用（第14条4～5項）

– がん対策事業、医療計画等の立案、評価資料（第16条）

– 疫学研究等学術研究への利用（第15条）

• 顕名個別情報

– がん診療の評価－予後（転帰）把握

– がん検診の評価等への利用（第16条）

– 疫学研究等学術研究への利用（第15条）



予後（転帰）把握
• 医療機関からの地域がん登録の届け出情報

– 診療の継続中に死亡した場合に報告（第7条1項九号）

• 人口動態死亡情報（死亡票）からがん罹患情報を
 取得するとき（第6条）

– がんで死亡した者は把握可能

• 全死因に関する死亡票の閲覧（第12条）

– 都道府県レベルにおいて、

• 市町村に対する住民票照会（第12条）。

• 国の保有する人口動態統計情報との照合（第13条）

– 顕名登録情報を国へ提供して



がん診療の評価

• 都道府県（地域がん登録）が行う

– 保有するがん診療情報との連結で可能

• 医療機関が自己評価する場合
– 顕名情報を医療機関へ還元する（第17条）

• 患者死後のことなので、同意不要

• 英国でも、地域がん登録機関の判断で提供可
– PIAGの包括承認済み、Caldicott guardianの存在

※地域がん登録情報を生存患者の診療に利用（第18条）

- 患者本人の承諾を得て利用



がん検診の評価等公衆衛生活動へ
 の個別情報の利用（顕名・匿名）

• がん検診の評価など顕名利用の必要な活動
 は、わが国では、定型的な活動としてより、研
 究的活動として行われていることが多い

– 利用者、利用計画、取り扱い方法、守秘等に関し
 て、専門機関で審査、承認

– 都道府県個人情報審議会で審査、承認

• 英国では、地域がん登録機関の判断で提供可
– PIAGの包括承認済み、Caldicott guardianの存在



疫学研究等学術研究への
 個別情報の利用 （顕名・匿名）

• 顕名利用が多い

– 匿名でよいものはもちろん匿名で使用

– 匿名で可能な統計的研究は地域がん登録機関の
 研究として実施されることが多い

• 英国では研究を義務づけ（年間２編以上の論文）

• 研究者、研究計画、取り扱い方法、守秘等は
 国レベルの専門機関で審査、承認

• 都道府県個人情報審議会で審査、承認

• 英国でもPIAGの個別審査承認の対象
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